
児
童
扶
養
手
当
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議

平
成
二
十
二
年
五
月
二
十
五
日

参
議
院
厚
生
労
働
委
員
会

政
府
は
、
本
法
の
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
ず
る
べ
き
で
あ
る
。

一
、
配
偶
者
か
ら
の
暴
力
、
配
偶
者
の
児
童
に
対
す
る
虐
待
等
の
原
因
に
よ
り
別
居
し
、
事
実
上
の
離
婚
状
態
に
あ
る
世
帯
に

お
い
て
児
童
を
養
育
す
る
母
又
は
父
に
対
し
児
童
扶
養
手
当
が
適
切
に
支
給
さ
れ
る
よ
う
、
制
度
の
運
営
の
在
り
方
に
つ

い
て
検
討
す
る
こ
と
。

二
、
公
的
年
金
等
の
受
給
者
に
対
す
る
児
童
扶
養
手
当
の
支
給
制
限
に
つ
い
て
は
、
児
童
が
育
成
さ
れ
る
家
庭
の
所
得
水
準
等

を
も
考
慮
し
、
公
的
年
金
と
児
童
扶
養
手
当
そ
れ
ぞ
れ
の
趣
旨
を
踏
ま
え
つ
つ
、
そ
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
。

な
お
、
障
害
基
礎
年
金
に
つ
い
て
、
受
給
後
に
有
し
た
子
に
係
る
加
算
制
度
が
設
け
ら
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
こ
れ
ま
で
支

給
さ
れ
て
い
た
児
童
扶
養
手
当
が
支
給
さ
れ
な
く
な
る
場
合
が
あ
る
こ
と
等
を
踏
ま
え
、
受
給
世
帯
に
不
利
な
取
扱
い
と

な
ら
な
い
よ
う
、
運
用
の
改
善
等
適
切
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

三
、
ひ
と
り
親
家
庭
の
父
又
は
母
の
就
労
支
援
策
に
つ
い
て
は
、
職
業
訓
練
の
充
実
を
図
り
、
求
職
中
の
生
活
の
安
定
の
た
め



の
支
援
を
検
討
す
る
と
と
も
に
、
母
子
家
庭
の
母
の
雇
入
れ
及
び
常
用
雇
用
化
の
促
進
等
自
立
支
援
に
向
け
た
取
組
を
積

極
的
に
推
進
す
る
こ
と
。
ま
た
、
ひ
と
り
親
家
庭
の
収
入
や
就
業
の
状
況
、
就
業
支
援
策
の
実
施
状
況
等
に
つ
い
て
定
期

的
に
調
査
を
行
い
、
そ
の
都
度
結
果
を
公
表
す
る
こ
と
。

右
決
議
す
る
。


